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【ガイドライン様式第１号】 

伊契第１７３号 

入札公告 

 

下記の建設工事について、次のとおり総合評価方式による一般競争入札を行うので、伊賀市会計規

則（平成 16 年伊賀市規則第 74号）第 75条の規定に基づき公告する。 

平成２９年７月５日 

伊賀市長  岡 本  栄  

１ 一般競争入札に付する事項 

(１) 契約番号  ４２９１００００６９ 

(２) 工事名   （仮称）長田・新居小学校建設工事（建築主体工事） 

(３) 工事場所  伊賀市 西高倉 地内 

(４) 工事概要  敷地面積：11,896.82 ㎡ 

【建築工事】 

    校舎棟（鉄筋コンクリート造３階建、延床面積：3,304.00 ㎡） 

    便所付倉庫棟（鉄骨造平屋建、延床面積：38.24 ㎡） 

【外構工事】 

    外周フェンス、舗装 他 

(５) 工事期間  本契約日の翌日から 平成３０年１０月３１日まで 

(６) 失格基準価格 設定有 

(７) 工事担当課 建設部 建築住宅課 

 

 ２ 総合評価に関する事項 

  (１) 総合評価方式の種類  簡易型 

  (２) 総合評価値の算出方法 

      除算式とし、下記の式により算出する。 

      ただし、当該入札価格が伊賀市低入札価格調査試行要領第３条に規定する低入札価格調査

基準価格（以下「調査基準価格」という。）に 100 分の 101 を乗じて得た額（以下「評価限

度額」という。）を下回る場合は、評価値を評価限度額で除して得た数値を、当該入札者の

総合評価値とする。 

       『総合評価値＝［標準点（100 点）＋加算点（25 点）］÷入札額×100,000,000』 

        ※小数第五位未満切り捨て 

  (３) 落札候補者の決定方法 

      予定価格と失格基準価格の制限の範囲内で、総合評価値の最も高い者を落札候補者とする。 

      ※入札価格が調査基準価格を下回る場合は、低入札価格調査を実施します。 

      ※調査対象者に対しては、伊賀市低入札価格調査試行要領第８条第２項各号に掲げる資料

を３部作成し、原則として開札日の翌日から起算して３日以内（伊賀市の休日を定める条

例に規定する休日を除く）に提出を求めるものとする。 

  (４) 評価項目等      別紙評価項目一覧のとおり 

  (５) 提出する評価資料   価格以外の評価点申告書【ガイドライン様式第４号】 

                施工提案書【ガイドライン様式第５号】 

     ※事後審査を実施するため、落札候補者となった者は通知を受けた日の翌日の 16時 30 分ま

でに価格以外の評価点証明資料提出書【ガイドライン様式第６号】、配置予定技術者届出書

（工事・事後審査用）【ガイドライン様式第６－２号】及び添付書類を提出すること。 

  (６) ヒアリングの有無   有 
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(７) ヒアリングの日時   平成２９年８月下旬予定 ※追って通知する。 

  (８) ヒアリングの場所   追って通知する。 

  (９) 評価資料の提出方法  入札書及び内訳書を入れ封入・封緘した内封筒とともに、外封筒に

（５）に記載の資料を同封し封緘する。 

                ※低入札価格調査を辞退する場合は、伊賀市低入札価格調査試行要

領第７条第２項に規定する低入札価格調査辞退届（様式第１号）を

外封筒に同封すること。 

  (10) 評価資料の提出締切  入札書到着期限と同じ 

 

 ３ 入札参加形態 

   入札参加形態は、伊賀市建設工事に係る特定建設工事共同企業体取扱要綱（平成 16年 11 月１日

告示第 94号。以下「共同企業体取扱要綱」という。）に基づき、本件を目的として自主結成された

特定建設工事共同企業体（以下「企業体」という。）とする。 

 

４ 参加資格に関する事項 

  公告日現在、伊賀市会計規則第 86 条第２項に規定する入札参加資格者名簿の建築一式工事に登

録されている者で、次の各号のすべてに該当する者とする。 

(１) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者 

(２) 手形交換所から取引停止処分を受けている等経営状況が著しく不健全でない者 

(３) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく会社更生手続開始若しくは更生手続開始の

申立てがなされている場合又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始

若しくは再生手続開始の申立てがなされている場合にあっては、一般（指名）競争入札参加資

格の再審査に係る認定を受けている者 

(４) 公告から入札までの期間において、伊賀市又は三重県で指名停止等を受けていない者（ただ

し、伊賀市において指名停止を受けた場合、伊賀市の措置期間が終了した時点から申請可） 

(５) 建設業法等法令、規則に違反していない者 

  (６) 本工事の設計業務の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において関係がある建設業者

でないこと。 

     本工事の設計業務の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において関係がある建設業者

とは、次に該当する者とする。 

    ア 本工事の設計業務の受託者 

    イ 受託者と資本若しくは人事面において関係がある建設業者 

     （ア） 本工事の設計業務の受託者の発行済株式総数の 50％を超える株式を保有し、又はそ

の出資の総額の 50％を超える出資をしている建設業者 

     （イ） 建設業者の代表権を有する役員が、当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている

場合における当該建設業者 

  (７) 健康保険法（大正 11 年法律第 70号）第 48条の規定による届出の義務、厚生年金保険法（昭

和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の義務、及び雇用保険法（昭和 49 年法律第

116 号）第 7 条の規定による届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務のな

い者を除く。以下、当該３保険を「社会保険等」という。）。 

(８) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第１項の規定による建築一式工事について特定

建設業の許可を受けた者 

  (９) 経営規模等評価結果通知書の審査基準日が平成２８年２月２９日以降の者（経営事項審査申

請中又は申請予定者含む。） 

  (10) 建築一式工事の営業年数が３年以上である２社の構成による企業体とし、共同企業体取扱要
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綱及び次の要件に適合する者 

    ア 企業体の代表者（Ａ）の資格要件として、（ア）の①、②、③のいずれか、及び（イ）の

①、②のいずれか該当し、かつ（ウ）、（エ）、（オ）のいずれにも該当する者 

     （ア）① 伊賀市内に本店を有する者で、伊賀市建設工事等発注基準及び伊賀市入札参加資

格者格付基準に定める建築一式工事のＡランクの者 

        ② 伊賀市内に支店、営業所等を有する者で、伊賀市建設工事等発注基準及び伊賀市

入札参加資格者格付基準に定める建築一式工事のＡランクの者 

        ③ 三重県内に本店、支店又は営業所等を有する者で、基準日が平成２８年２月２９

日以降の経営規模等評価結果通知書における建築一式工事の総合評定値（Ｐ）が 900

点以上の者 

     （イ）① 基準日が平成２８年２月２９日以降の経営規模等評価結果通知書における建築一

式工事の平均完成工事高が 700,000,000 円（税抜）以上の者 

        ② 国、特殊法人等又は地方公共団体発注の、平成１４年度以降完成の新築・増築・

改築の非木造の建築一式工事発注において、元請（企業体の場合は構成員でも可）と

して請負金額が１件当り 490,000,000 円（税抜）以上の施工実績を有する者 

     （ウ） 本件工事に、建設業法第 26条及び建設業法施行令（昭和 31年政令第 273 号）第 27

条の規定による監理技術者（一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を有する

者）で、且つ、建築一式工事発注において、元請で単独又は企業体の構成員として、

主任技術者又は監理技術者の施工経験を有する者を専任で配置できる者（監理技術者

有資格者として現場代理人の経歴を有する者の配置は可とする） 

     （エ） 伊賀市建設工事標準請負契約約款第 10 条に規定する現場代理人を常駐配置できる

者 

     （オ） 出資比率が均等割合の 10 分の６以上で、且つ構成員の中で最大であること 

 

    イ 企業体の構成員（Ｂ）の資格要件として、伊賀市内に本店を有する者で、伊賀市建設工事

等発注基準及び伊賀市入札参加資格者格付基準に定める建築一式工事のＡランクの者のう

ち、（ア）、（イ）のいずれにも該当する者 

     （ア） 本件工事に、建設業法第 26条及び建設業法施行令（昭和 31年政令第 273 号）第 27

条の規定による監理技術者（一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を有する

者）で、且つ、建築一式工事発注において、元請で単独又は企業体の構成員として、

主任技術者又は監理技術者の施工経験を有する者を専任で配置できる者（監理技術者

有資格者として現場代理人の経歴を有する者の配置は可とする） 

     （イ） 出資比率が均等割合の 10 分の６以上であること 

 

 ５ 入札参加資格確認申請書及び設計図書等 

(１) 提出書類 

    ア 特定建設工事共同企業体入札参加申請書（共同企業体取扱要綱様式第１号） 

    イ 特定建設工事共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号） 

    ウ 使用印鑑届（共同企業体取扱要綱様式第３号） 

エ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

オ 一般競争入札（総合評価方式）参加資格確認申請書【ガイドライン様式第２号】 

カ 履行実績書【ガイドライン様式第２－２号】 

（ア） 工事内容確認のため、構造・規模等が記載されている仕様書の一部（写）及び施工

実績を証する契約書等の写しを添付すること。 

キ 社会保険等の加入状況が分かるもの（次の（ア）又は（イ）の書類を提出すること） 
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（ア） 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し（ただし、審査基準日より 1

年７か月以内の最新のもの） 

（イ） （ア）において社会保険等加入の有無欄のいずれかが「無」になっている者で、経

営事項審査受審後に加入した者は、（ア）の書類に加えて加入したことが分かる書類

の写し 

  (２) 提出書類の受付 

 ア 受付期間 平成２９年７月５日（水）から平成２９年８月１日（火）まで 

 午前９時から午後４時 30 分まで（閉庁日及び平日の正午から午後１時までを 

 除く。） 

 イ 受付場所 伊賀市上野中町２９７６番地の１ 上野ふれあいプラザ２階 

 伊賀市総務部契約監理課 

 ウ 提出方法 持参とし、郵送は認めない。 

(３) 設計図書等の閲覧 

 ア 閲覧期間 平成２９年７月５日（水）から平成２９年８月２４日（木）まで 

 伊賀市ホームページに掲載する。 

  (４) 設計図書等に対する質問 

 ア 提出期間 平成２９年７月５日（水）から平成２９年８月１日（火）まで 

 午前９時から午後４時 30 分まで（閉庁日及び平日の正午から午後１時までを 

 除く。） 

 イ 提出場所 伊賀市上野中町２９７６番地の１ 上野ふれあいプラザ２階 

 伊賀市総務部契約監理課 

    ウ 提出方法 書面により持参する。 

(５) 設計図書等に対する回答 

 ア 供覧期間 平成２９年８月４日（金）から平成２９年８月２４日（木）まで 

 イ 供覧場所 伊賀市総務部契約監理課前掲示板及び伊賀市ホームページ 

 

 ６ 入札参加資格の決定 

(１) 入札参加者の決定 

 提出された申請書等の内容について審査し、参加資格の有無について決定する。 

(２) 参加資格有無の通知 

   平成２９年８月３日（木） 

  (３) 参加資格有無について 

 一般競争入札（総合評価方式）入札参加資格確認通知書【ガイドライン様式第３号】により

通知する。 

  (４) 資格がないと通知された者は、伊賀市入札及び契約に関する苦情処理事務取扱要領（平成 19

年伊賀市告示第 256 号）第４条に規定する苦情申立書（様式第１号）により否認理由の説明を

求めることができる。 

ア 提出期間 一般競争入札（総合評価方式）入札参加資格確認通知書にて通知を受けた日か

ら起算して５日以内の午前９時から午後４時 30分まで 

 （閉庁日及び平日の正午から午後１時までを除く。） 

イ 提出場所 伊賀市上野中町２９７６番地の１ 上野ふれあいプラザ２階 

       伊賀市総務部契約監理課 

ウ 提出方法 持参とし、郵送は認めない。 

(５) 入札の中止又は延期 

   伊賀市一般競争入札実施要綱第 12 条第３項に該当する場合は、入札を中止又は延期する場
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合がある。 

 

 ７ 工事費内訳書の提出 

 入札執行時に工事費内訳書の提出を求める。なお、提出のない者は入札に参加できない。 

（１）工事費内訳書について次のとおり求める。 

表紙及び№１～№３、№９７、№９８ 

 

８ 入札保証金及び契約保証金の納付 

入札保証金は、免除とする。 

契約保証金は、伊賀市会計規則第 99 条の規定による。 

 

９ 入札及び開札の執行 

(１) 入札及び開札 

 ア 入札（開札）日時  平成２９年９月５日（火） 午前１０時００分 

 イ 入札（開札）場所  伊賀市上野中町２９７６番地の１ 上野ふれあいプラザ２階 

 入札室 

 ウ 入札方法      郵便による入札（一般書留郵便・簡易書留郵便・特定記録郵便のい

ずれか） 

 エ 入札書到着期限   平成２９年８月２４日（木） 必着 

 オ 提出場所      日本郵便株式会社三重上野郵便局留 

             伊賀市役所 総務部契約監理課 行 

 カ 入札回数      ２回を限度とする。 

(２) 談合情報があったときは、入札を中止するか、入札の直前にくじを行い、入札に参加できる

者の数を減じることがある。 

(３) 審査結果に対して疑義等がある者は、第６項第４号に規定する苦情申立書により評価理由の

説明を求めることができる。 

 ア 提出期間 審査結果公表日から起算して５日以内の午前９時から午後４時 30分まで 

  （閉庁日及び平日の正午から午後１時までを除く。） 

    イ 提出場所 伊賀市上野中町２９７６番地の１ 上野ふれあいプラザ２階 

           伊賀市総務部契約監理課 

 ウ 提出方法 持参とし、郵送は認めない。 

 

10 入札の無効 

伊賀市会計規則第 81 条の規定に該当する入札は、無効とする。 

 

11 支払条件 

  (１) 前 払 金：有（伊賀市会計規則第 43条の規定による） 

  (２) 中間前払金：無 

  (３) 部 分 払：有（２回以内） 

     （ただし、部分払い２回のうち１回は、平成２９年度内に出来高検査を受検すること） 

 

12 その他 

(１) 本公告に定める以外の事項は、伊賀市一般競争入札実施要綱及び伊賀市郵便入札執行要領の

規定によるほか、伊賀市総合評価方式試行要領及び伊賀市総合評価方式試行に係るガイドラ

インによるものとする。 
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(２) 資料作成に要する費用は、入札参加希望者の負担とする。 

(３) 一度提出された資料の修正は受け付けない。また、資料の返却は行わない。 

(４) 次の納税証明書等（入札日から起算して６か月以内のものに限る。）の提示がないと、当該

入札には参加できない。 

  ア 伊賀市内に本店を有する事業者 

   (ア) すべての市税〔未納税額のない納税証明書〕＝伊賀市収税課発行 

  イ 伊賀市内に支店、営業所等を有する事業者 

   (ア) すべての市税〔未納税額のない納税証明書〕＝伊賀市収税課発行 

   (イ) 消費税及び地方消費税〔未納税額のない納税証明書その３〕＝所管税務署発行 

  ウ 三重県内に本店、支店又は営業所等を有する事業者 

   (ア) すべての県税〔未納税額のない納税確認書〕＝所管県税事務所発行 

   (イ) 消費税及び地方消費税〔未納税額のない納税証明書その３〕＝所管税務署発行 

  (５) この入札による工事請負契約は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 96 条第１項第５

号の規定により、伊賀市議会の議決を得た日から本契約の効力が生じる。（議決までの間は仮

契約とする） 

(６) 本公告に関する問い合わせ先 

   伊賀市上野中町２９７６番地の１ 上野ふれあいプラザ２階 

   伊賀市総務部契約監理課 

   電話 ０５９５－２２－９８１０ 


